
- 1 -

入 札 説 明 書

国際法務総合センター維持管理・運営事業に係る入札公告に基づく一般競争入札につい

ては，関係法令に定めるもののほか，この入札説明書（添付資料を含む。以下「本説明書」

という。）によるものとする。

本説明書は，平成28年１月12日に修正版を公表した「国際法務総合センター維持管理・

運営事業実施方針」（添付資料を含む。以下「実施方針」という。）並びに実施方針に関す

る質問及び意見に対する回答（以下これらを「実施方針等」という。）を反映したもので

あり，本説明書と実施方針等に相違がある場合には，本説明書の内容が優先することとし，

本説明書に記載がない事項については，本説明書に関する質問に対して回答することとす

る。

なお，本件は，電子調達システム（https://www.geps.go.jp/）で応札及び入開札を行う

ので，電子調達システム利用者は，上記ポータル内の「電子調達システム利用規約」，「電

子調達システム操作マニュアル」等に定める手続に従い，入札等を行うこと。

おって，紙入札方式での参加を希望する場合は，別添様式により申請書を提出すること。

１ 公告日

平成28年３月31日（木）

２ 契約担当官等

支出負担行為担当官 法務省大臣官房会計課長 小出 邦夫

東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

３ 事業概要

(1) 事 業 名

国際法務総合センター維持管理・運営事業

(2) 対象施設

ア 矯正施設

矯正医療センター（仮称）

イ 研修施設

(ｱ) 矯正研修所及び矯正研修所東京支所

(ｲ) 公安調査庁研修所

(ｳ) 国連アジア極東犯罪防止研修所

ウ その他の施設

(ｱ) 職員宿舎

(ｲ) 児童公園等外構施設

(3) 事業場所

東京都昭島市築地町

(4) 事業内容
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国際法務総合センター維持管理・運営事業（以下「本事業」という。）は，民間資

金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。

以下「ＰＦＩ法」という。）第６条の規定に基づき選定された事業として，開札の結

果，選定された民間事業者（以下「落札者」という。）が，本事業を遂行することを

目的とする特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）を設立し，ＳＰＣが，落札者の

提出した提案に基づき，国が新たに整備する上記(2)の施設の維持管理・運営業務の

一部を行うことを事業内容とする。

本事業の主な業務は，次のとおりであるが，詳細については，別添「国際法務総合

センター維持管理・運営事業 維持管理及び運営に関する契約書（案）」（以下「事業

契約書」という。）（資料１），「国際法務総合センター維持管理・運営事業 要求水準

書」（資料２）（以下「要求水準書」という。）を参照のこと。

ア 総括マネジメント業務（対象：全施設）

(ｱ) 基本的考え方

包括契約及び長期契約といったＰＦＩ事業の特徴を踏まえ，センターに求めら

れる使命や社会のニーズ，医療環境の変化への柔軟な対応に留意しつつ，国が事

業者に求める事項を的確に把握し，迅速に対応できる体制と仕組みを構築し，業

務を実施する企業等を取りまとめ，円滑に業務を遂行する。

(ｲ) 業務概要

○ 事業実施計画の作成

○ 運営体制の構築等

○ 業務管理

○ 教育，研修

○ セルフモニタリング

○ その他

イ 運営準備支援業務（対象：全施設）

(ｱ) 基本的考え方

移転対象施設のセンターへの移転を含むセンター運営開始に向けた準備を円滑

かつ適切に実施できるよう，国に対し協力・支援を行う。

(ｲ) 業務概要

○ 移転計画の作成等

○ 施設維持管理業務

○ 収容関連サービス業務（清掃・環境整備業務）

○ 運営リハーサル

○ 護送計画等

○ 物品購入・移転等

○ 各種書類（身分帳簿，診療録等）の移転

○ 指定医療機器の移設及び医療機器設置スケジュールの作成

○ 開庁式

○ その他

ウ 施設維持管理業務
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(ｱ) 建築物保守・管理業務（対象：全施設）

ａ 基本的考え方

職員等の執務及び生活，被収容者の生活に支障を及ぼさないように適切に建

築物の保守・管理を行う。また，適切に保守・管理を行うことにより，各施設，

設備等の性能を維持し，耐久性を確保するとともに，良好な状態を維持する。

ｂ 業務概要

○ 保守・管理

○ 保守・管理に係る機器，備品の整備，管理

○ 外構の維持管理

○ 職員宿舎の維持管理

(ｲ) 建築設備保守・管理・運転監視業務（対象：全施設）

ａ 基本的考え方

職員等の執務及び生活，被収容者の生活に支障を及ぼさないように適切に建

築設備の保守・管理・運転監視を行う。また，適切に建築設備の保守・管理・

運転監視を行うことにより，各施設，設備等の性能を維持し，耐久性を確保す

るとともに，良好な状態を維持する。

ｂ 業務概要

○ 保守・管理

○ 運転監視

○ 職員宿舎設備の維持管理

(ｳ) エネルギーマネジメント業務（対象：全施設）

ａ 基本的考え方

本事業については，国が施設等の整備を実施することから，事業者において，

運用面からの省エネルギー提案を行い，効率的かつ適正なエネルギーマネジメ

ントを行う。

ｂ 業務概要

○ エネルギーマネジメント方針の策定

○ エネルギーマネジメント

○ その他

エ 運営業務

(ｱ) 総務業務

ａ 庶務・経理等事務支援業務（対象：矯正医療センター（仮称），矯正研修所

及び同東京支所）

(a) 基本的考え方

対象施設における職員管理，経理等組織全体の運営に関する事務を処理す

る。

(b) 業務概要

○ 庶務事務支援

○ 各種統計資料作成支援（矯正医療センター（仮称））

○ 経理事務支援



- 4 -

○ 物品調達支援

○ 被収容者の自弁物品購入支援（矯正医療センター（仮称））

ｂ 自動車運転業務（対象：矯正医療センター（仮称），矯正研修所及び同東京

支所）

(a) 基本的考え方

対象施設が所有する公用車の整備，管理，運転を行う。

(b) 業務概要

○ 公用車の整備，管理

○ 公用車の運転

ｃ 警備業務（対象：全施設）

(a) 基本的考え方

対象施設及びその敷地について，庁舎管理権に基づく警備を実施する。

(b) 業務概要

○ 庁舎等警備（矯正医療センター（仮称））

○ 構内外巡回警備

○ 児童公園の警備

(ｲ) 収容関連サービス業務

ａ 給食業務（対象：矯正医療センター（仮称））

(a) 基本的考え方

対象施設に収容されている者への給食を実施する。

(b) 業務概要

○ 運営準備業務

○ 厨房設備・機器の整備，管理

○ 献立の作成等

○ 食事・飲料等の給与

○ 配膳，下膳

○ 衛生管理

○ 非常時等の対応

○ 食器等の給貸与

○ その他

ｂ 衣類・寝具等の提供業務（対象：矯正医療センター（仮称），矯正研修所及

び同東京支所）

(a) 基本的考え方

対象施設に収容されている者の適切な収容環境及び職員の適切な執務環境

を確保するために，衛生管理体制を構築し，衣類・寝具等を提供する。

(b) 業務概要

○ 運営準備業務

○ 洗濯設備，機器の整備，管理

○ 衣類，寝具の調達，管理

○ 洗濯
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○ 搬送

○ 雑具・日用必需品の給貸与

ｃ 清掃・環境整備業務（対象：全施設）

(a) 基本的考え方

対象施設の定期清掃及び収容棟以外のすべての敷地内の日常清掃を実施す

るほか，植栽管理及び環境整備を行う。なお，職員宿舎のうち，居住者の負

担となる部分を除く。

(b) 業務概要

○ 機器・備品の調達，管理

○ 清掃・環境整備

○ 植栽管理

○ 病害虫駆除

○ 衛生管理

○ 廃棄物の回収管理

ｄ 理容等（対象：矯正医療センター（仮称））

(a) 基本的考え方

対象施設において，理容器具の調達・管理，調髪，爪切り及び電気かみそ

りの整備・管理・貸与を行う。

(b) 業務概要

○ 理容器具の調達，管理

○ 調髪

○ 爪切り及び電気かみそりの整備・管理

ｅ 職員食堂運営<独立採算業務>（対象：矯正医療センター（仮称），矯正研修

所及び同東京支所）

(a) 基本的考え方

対象施設内に厨房機器を整備した上で，職員食堂運営を独立採算業務とし

て実施する。

(b) 業務概要

○ 運営準備業務

○ 厨房機器等の整備，管理

○ 献立の作成等

○ 食事，飲料等の給与

○ 残飯処理

○ 衛生管理

○ 非常時等の対応

○ その他

ｆ 研修員等に係る寝具の洗濯業務<独立採算業務>（対象：矯正研修所，同東京

支所，公安調査庁研修所及び国連アジア極東犯罪防止研修所）

(a) 基本的考え方

研修所を利用する研修員等の寝具等の提供業務を独立採算事業として実施
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する。

(b) 業務概要

○ 研修員等に係る衣類・寝具カバー類の洗濯

○ その他の寝具等の洗濯

(ｳ) 医療業務支援（対象：矯正医療センター（仮称））

ａ 医療情報システム業務

(a) 基本的考え方

被収容者の診療関連情報について，記録・運用する医療情報システムを導

入・運用・保守し，矯正医療の質の向上に資するよう診療情報の一元管理及

び蓄積を行う。

(b) 業務概要

○ 医療情報システムの導入

○ 医療情報システムの運用・保守

○ 医療情報システムの更新

ｂ 医療機器等の整備，維持管理及び更新業務

(a) 基本的考え方

対象施設で使用する医療機器等を調達し，それらが本来の性能をもって継

続的に使用できるよう適切に維持管理し，診療現場において適切に利用でき

るようにする。

(b) 業務概要

○ 運営準備業務

○ 医療機器等の整備

○ 医療機器等の維持管理

○ 医療機器等の更新

ｃ 医療器具の減菌及び消毒業務

(a) 基本的考え方

対象施設内で発生する使用済み医療器具について，国が指定する場所から

回収し，医療機器の洗浄・消毒・滅菌を行い，消毒及び滅菌された医療器具

を適時・的確に国に提供する。

(b) 業務概要

○ 回収，洗浄，消毒，滅菌

○ 医療器具の払出し・管理

○ 医療器具の廃棄

○ 滅菌・消毒業務管理

ｄ 医薬品・診療材料等の管理・搬送業務

(a) 基本的考え方

対象施設で使用される医薬品・診療材料及びそれらに係る消耗品等を一元

的に管理し，迅速で正確な供給体制と在庫・購買・消費に関する管理の適正

化を実現する。なお，医薬品・診療材料及びそれらに係る消耗品等の購入に

係る経費は国が負担する。
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(b) 業務概要

○ 医薬品，診療材料等の管理計画作成

○ 搬送資器材の調達

○ 医薬品・診療材料管理

○ 消耗品管理

○ 搬送・管理

ｅ 医療関係事務支援業務

(a) 基本的考え方

法令等に従い，適切かつ確実に医療関係事務を実施する。

(b) 業務概要

○ 自己負担治療に対する事務手続

○ 外部医療機関との連絡調整

○ 関係文書の作成，管理

○ 医療事務支援

ｆ 人工透析業務

(a) 基本的考え方

人工透析治療が必要な被収容者に対し，人工透析治療を実施する。

(b) 業務概要

○ 人工透析機器等の整備，管理

○ 物品等の搬送

○ 人工透析準備

○ 人工透析の実施

○ 病状急変時の対応

○ 人工透析終了時の対応

○ その他

(5) 提供される業務要求水準

要求水準書によるものとする。

(6) 事業期間等

ア 事業期間

事業契約締結の日から平成39年３月31日までの期間とする。

イ 今後のスケジュール（予定）

平成28年３月31日 入札公告

４月６日 本説明書に関する説明会

４月６日

本説明書に関する質問受付～

４月12日

５月中旬 質問に対する回答

５月20日

競争参加資格の確認（第１次審査）資料の受付～

５月27日



- 8 -

６月３日 競争参加資格の確認（第１次審査）結果の通知

６月７日 競争参加資格がないと認められた者に対する理由の説明の受

付期限

６月10日 競争参加資格がないと認められた者に対する理由の回答

７月１日 入札価格算定の前提条件となる基準金利設定日

８月15日 入札書及び第２次審査資料の提出期限

８月中旬

第２次審査資料のヒアリング～

10月中旬

10月24日 開札及び落札者の決定

10月下旬 落札者との基本協定の締結

11月下旬 ＳＰＣとの事業契約の締結

平成29年９月１日 運営開始

平成39年３月31日 事業終了

４ 競争参加資格

(1) 応募者の構成等

ア 入札参加者は，複数の企業及び医療法人等により構成されるグループ（以下「応

募グループ」という。）とし，代表企業を定め，当該代表企業が応募手続を行うこ

と。

イ 入札参加者のうち，ＳＰＣに出資し，ＳＰＣから直接業務を受託又は請負うこと

を予定している企業を「構成企業」，構成企業以外に，ＳＰＣから直接業務を受託

又は請負うことを予定している企業等（人工透析業務を実施する医療法人等を含

む。）を「協力企業等」といい，入札参加者は，応募グループを構成する企業が本

事業の遂行上果たす役割等を明らかにすること。

ウ 応募グループの構成企業による出資比率の合計は，全体の５０パーセントを超え

るものとし，代表企業の出資比率は，出資者中最大とする。なお，構成企業以外の

者がＳＰＣの出資者となることは可能であるが，事業期間全体にわたって，当該出

資者による出資比率は出資額全体の５０パーセントを超えてはならない。

エ すべての出資者は，原則として事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有する

ものとし，国の事前の書面による承諾がある場合を除き，譲渡，担保権の設定その

他の一切の処分を行ってはならない。

オ 一のグループの構成企業及び協力企業等は，他の応募グループの構成企業及び

協力企業等となることはできない。

カ 次に掲げるものに該当するものは構成企業，協力企業等及び出資者となることは

できない。

(ｱ) 暴力団，暴力団員，暴力団体関係企業・団体又はその関係者，その他反社会勢

力

(ｲ) 暴力団又は暴力団員が事業活動を支配する法人その他団体

(ｳ) 法人で役員のうち暴力団等反社会勢力に属するものがいるもの。
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キ 構成企業及び協力企業等の変更は認めない。ただし，構成企業又は協力企業等の

倒産等やむを得ない事情が生じた場合は，国がその事情を検討のうえ，可否の決定

をするものとする。

(2) 応募者の要件

ア すべての応募者は，次の要件を満たす者であること。

(ｱ) 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であり，かつ

同令第７２条に規定する資格を有する者であること。

(ｲ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをし

ていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始

の申立てをしていない者であること。

(ｳ) 国が本事業について，アドバイザリー業務を委託した者又はこれらの者と資本

面若しくは人事面において関連がある者でないこと。「資本面において関連があ

る者」とは，当該企業の発行済株式総数の１００分の５０以上の株式を有し，又

はその出資の総額の１００分の５０以上の出資をしているものをいい，「人事面

において関連がある者」とは，当該企業の役員を兼ねている者をいう（(ｴ)にお

いて同じ。）。

なお，本事業に係るアドバイザリー業務に関与した者は，次のとおりである。

・プライスウォーターハウスクーパース(株)

・(株)病院システム

・八千代エンジニヤリング(株)

・アンダーソン・毛利・友常法律事務所

・みずほ総合研究所(株)

・アイテック(株)

・(株)山下設計

・西村あさひ法律事務所

(ｴ) 16の(2)の事業者選定委員会の委員が属する企業又はその企業と資本面若しく

は人事面において関連がある者でないこと。

(ｵ) 参加表明書及び競争参加資格確認資料の提出期限の日から入札書及び第２次審

査資料の提出期限の日までの期間に，法務省から｢工事請負契約に係る指名停止

等の措置要領｣(平成７年１月２３日付け法務省営第１９１号。以下「指名停止措

置要領」という。)に基づく指名停止措置を受けていないこと。ただし，指名停

止措置要領別表第１の措置要件に該当する指名停止措置であって，指名停止期間

が２週間以下のものである場合において，法令違反を根拠とするものでないとき

は，この限りでない。

イ 施設維持管理業務及び運営業務に係る企業の参加資格要件

(ｱ) 施設維持管理・運営業務に携わる構成企業又は協力企業等（人工透析業務を実

施する医療法人等を除く。）は，平成２８・２９・３０年度法務省競争参加資格(全

省庁統一資格)において，資格の種類が｢役務の提供等｣，競争参加地域が｢関東・

甲信越｣，等級は｢Ａ｣若しくは｢Ｂ｣の等級に格付された資格を有する者又は「Ｃ」

の等級に格付されており，本公告と同程度の仕様の契約を履行した実績を証明す
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ることができる者であること。なお，複数の企業が分担する場合には，いずれの

企業においてもこの要件を満たすこと。

(ｲ) 給食業務に携わる構成企業又は協力企業等は，同一メニューを１回３００食以

上又は１日７５０食以上を提供する大量調理施設の運営能力及び調理実績を有し

ているほか，ＨＡＣＣＰに対する相当の知識を有している者を配置できること。

なお，「相当の知識を有している者」とは，ＨＡＣＣＰ認証取得施設，ＩＳＯ２

２０００認証取得施設又は地方公共団体等が行う自主衛生管理評価事業等により

ＨＡＣＣＰと同等の自主衛生管理を行っていると認められた施設の運営実績，ド

ライシステムの調理施設の運営実績，ＨＡＣＣＰに関する書籍の出版等の実績，

ＨＡＣＣＰに関する審査員資格等のいずれかを有している者をいう。

(ｳ) 給食業務，衣類・寝具等の提供業務，清掃・環境整備業務，医療器具の滅菌及

び消毒業務に携わる構成企業又は協力企業等は，一般財団法人医療関連サービス

振興会の認定するサービスマークの認定を受けていること。

(ｴ) 人工透析業務を実施する医療法人等は，平成１６年４月１日から参加表明書の

受付締切日までの間に，１年以上の人工透析治療の実績を有する次のいずれかの

要件を満たす法人であること。

ａ 医療法(昭和２３年法律第２０５号)第３９条第２項に規定する医療法人

ｂ 私立学校法(昭和２４年法律第２７０号)第３条に規定する学校法人のうち，

医学部を置く大学を設置している者

ｃ 社会福祉法(昭和２６年法律第４５号)第２２条に規定する社会福祉法人のう

ち，病院を開設している者

ｄ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(平成１８年法律第４８号)に規

定する一般社団法人又は一般財団法人のうち，病院の運営を目的とする者

ｅ 医療法第３１条に規定する公的医療機関の開設者（都道府県，市町村を除く。）

５ 担当部局

〒100－8977 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

法務省大臣官房会計課調達第三係 藤田 恭介

電話03-3580-4128（直通）

６ 競争参加資格の確認（第１次審査）等

(1) 入札参加希望者は，本件入札に参加する意思があること及び４に掲げる競争参加資

格を有することを証明するため，参加表明書等を提出し，支出負担行為担当官から競

争参加資格の有無について確認を受けなければならない。

なお，４(2)ア(ｲ)又は４(2)イ(ｱ)の認定等を受けていない企業を含む者も，参加表

明書等を提出することができるが，この場合においては，４(2)ア(ｱ)，(ｳ)から(ｵ)ま

で及び４(2)イ(ｲ)から(ｴ)までに掲げる要件を満たしているときは，開札時において

上記企業が４(2)ア(ｲ)又は４(2)イ(ｱ)に掲げる要件を満たしていることを条件として

競争参加資格があることを確認するものとする。ただし，当該確認を受けた者が競争

に参加するためには，開札時において上記の企業がこれらの要件を満たしていなけれ
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ばならない。

おって，期限までに参加表明書等を提出しない者並びに競争参加資格がないと認め

られた者は，本競争に参加することができない。

ア 提出期間： 平成28年５月20日（金）から同年５月27日（金）まで。行政機関

の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機

関の休日（以下「休日」という。）を除く毎日，10時00分から17時00

分まで。

イ 提出場所： 法務省大臣官房会計課調達第三係

ウ 提出方法： 参加表明書等の提出は，提出場所へ持参することにより行うもの

とし，郵送又は電子メールによる提出は，受け付けない。

(2) 提出書類は，別添「国際法務総合センター維持管理・運営事業 様式集及び記載要

領」（以下「様式集」という。）に従い作成すること。

(3) 競争参加資格の確認は，参加表明書等の提出期限の日をもって行うこととし，その

結果は，平成28年６月３日(金)までに通知する。

(4) 競争参加資格の確認後は，構成企業又は協力企業等の変更及び追加並びに携わる予

定業務の変更を認めない。ただし，やむを得ない事情が生じ，構成企業，又は協力企

業等を入札書及び第２次審査資料の提出日までに変更し，又は追加しようとする者に

あっては，事前に国の承諾を得るとともに，変更又は追加後において４に掲げる競争

参加資格を有することを確認することができる場合（当該変更又は追加をしようとす

る企業が，４(2)ア(ｲ)又は４(2)イ(ｱ)の認定等を受けていない企業（当該認定等に係

る申請を行ったことを確認することができる企業に限る。）である場合には，当該企

業が，４(2)ア(ｱ)，(ｳ)から(ｶ)まで及び４(2)イ(ｲ)から(ｴ)までに掲げる要件を満た

しており，開札時において当該企業が４(2)ア(ｲ)又は４(2)イ(ｱ)に掲げる要件を満た

していることを条件とする。）に限り，構成企業又は協力企業等の変更及び追加並び

に携わる予定業務の変更をすることができる。

なお，この場合においては，速やかに構成企業等変更届を様式集に従い提出するこ

と。

(5) その他

ア 参加表明書等の作成及び提出に係る費用は，提出者の負担とする。

イ (4)ただし書に該当する場合を除き，提出した参加表明書等の差し替え及び再提

出は認めない。入札参加希望者は，様式集に従い，脱漏・不備等が無いよう特段

の注意を払い，参加表明書等を作成すること。

ウ 参加表明書等に関する問い合わせ先 ５に同じ。

７ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

(1) 競争参加資格がないと認められた者は，支出負担行為担当官に対し，競争参加資格

がないと認めた理由について，書面（様式は自由）により説明を求めることができる。

ア 提出期限： 平成28年６月７日（火）

イ 提出場所： ５に同じ。

ウ 提出方法： 書面は，持参することにより提出するものとし，郵送又は電子メ
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ールによる提出は，受け付けない。

(2) 支出負担行為担当官は，説明を求められたときは，平成28年６月10日（金）までに

書面により回答する。

８ 本説明書に関する説明会

(1) 本説明書に関する説明会を次のとおり開催し，事業の内容，民間事業者の募集及び

選定に関する事項等について国の考え方を提示する。

ア 開催日時 平成28年４月６日（水）午後２時から午後４時まで

イ 開催場所 東京保護観察所集団処遇室（中央合同庁舎６号館Ａ棟１階）

住所：東京都千代田区霞が関１－１－１

(2) 本説明書に関する説明会への参加を希望する者は，様式集に従い申込書を提出する

こと。

ア 期間： 平成28年３月３１日（木）から同年４月５日（火）12時00分までに必

着のこと。

イ 方法： 参加申込書（様式２）に記載し，電子メールにて Microsoft Word によ

り作成されたファイル添付により次の係あて提出のこと。着信につい

ては，質問者において確認のこと。添付ファイルも含めた電子メール

の情報量が500キロバイト以上のものは，受け付けない。

〒100－8977 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

法務省矯正局成人矯正課官民協働企画係

電話：03－3580－4111（内線5843）

電子メールアドレス：prison-pfi@moj.go.jp

ウ 注意事項：説明会当日は，入札説明書等を配布しない。

９ 本説明書に対する質問

(1) 本説明書に対する質問がある場合には，様式集に従い質問書を提出すること。

ア 期間： 平成28年４月６日（水）から同年４月12日（火）17時00分までに必着

のこと。

イ 方法： 質問の内容を簡潔にまとめて質問書（様式１）に記載し，電子メー

ルにて Microsoft Excel により作成されたファイル添付により次の係あ

て提出のこと。着信については，質問者において確認のこと。添付フ

ァイルも含めた電子メールの情報量が500キロバイト以上のものは，

受け付けない。

〒100－8977 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

法務省矯正局成人矯正課官民協働企画係

電話：03－3580－4111（内線5843）

電子メールアドレス：prison-pfi@moj.go.jp

(2) (1)の質問に対する回答は，法務省（ＵＲＬ：http://www.moj.go.jp/）のホームペ

ージに掲載することにより公表する。
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公表予定日 ： 平成28年５月

10 入札書及び第２次審査資料の提出

第１次審査の結果，競争参加資格が有ると認められた入札参加希望者（以下「入札参

加者」という。）は，入札書及び本事業に関する提案内容を記載した第２次審査資料を

提出することができる。ただし，以下の提出日時に入札書及び第２次審査資料を提出し

ない者は，本競争に参加することができない。

(1) 提出期限： 平成28年８月15日（月）17時00分まで（ただし，郵送による提出の受

領期限は，平成28年８月12日（金）17時00分まで）

(2) 提出場所： 法務省大臣官房会計課調達第三係又は電子調達システム

(3) 提出方法： (2)の提出場所への持参，郵送(書留郵便に限る。)又は電子調達シ

ステムの利用により行うものとし，これ以外での郵送又は電子メール

による提出は，受け付けない。

11 入札方法等

(1) 入札方法

ア 共通事項

(ｱ) 入札参加者は，本説明書及び本説明書に関する質問に対する回答に従い，入

札書を提出しなければならない。

(ｲ) 入札参加者又は入札参加者の代理人は，当該入札に対する他の入札参加者の

代理をすることができない。

(ｳ) 入札参加者は，予決令第71条第１項の規定に該当する者を入札代理人にする

ことができない。

イ 電子調達システムによる入札の場合

(ｱ) 入札書は，「電子調達システム」に定める手続により，上記10の入札書受領期

限までに提出すること。

なお，上記10の受領期限までに「電子調達システム」による入札書の提出がな

かった場合（「電子調達システム」に障害が発生するなどして，入札書を提出で

きない場合を除く。）は，当該入札参加者が入札を辞退したものとみなす。

(ｲ) 入札者は，一旦入札した後は，入札書の引換え，変更又は取消しをすることが

できない。

ウ 紙による入札の場合

(ｱ) 入札書は，持参又は郵送(書留郵便に限る。)により，上記10の入札書受領期限

までに提出すること。

(ｲ) 入札書は，様式集に従い作成し，記名・押印の上，封かんし，入札参加者の

氏名（応募グループ名及び代表企業名）を表記し，公告に示した時刻までに提

出しなければならない。

(ｳ) 入札書を提出するに当たっては，支出負担行為担当官から競争参加資格が有

ることを確認された旨の通知書の写しを持参しなければならない。

(ｴ) 一旦提出した入札書の差し替え，記載事項の変更及び取消しは，一切認めない。
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なお，提出前の入札書の記載事項（金額，数量及び単価は除く。）を訂正する

ときは，当該訂正部分に押印すること。

(2) 入札の辞退

入札参加者は，次のとおり申し出ることにより，いつでも入札を辞退することがで

きる。

ア 入札執行前にあっては，様式集に従い「入札辞退届」を10(2)の提出場所に直接

持参し，又は郵送（ただし，郵送による場合には，平成28年８月12日（金）17時0

0分までに到達するものに限る。）して行う。

イ 入札執行中にあっては，「入札辞退届」又はその旨を明記した入札書を入札を執

行する者に直接提出して行う。

(3) 公正な入札の確保

ア 入札参加者は，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法

律第54号）等に抵触する行為を行ってはならない。

イ 入札参加者は，入札に当たっては，競争を制限する目的で他の入札参加者と入

札価格又は入札意思についていかなる相談も行わず，独自に入札価格を定めなけ

ればならない。

ウ 入札参加者は，落札者の決定前に，他の入札参加者に対して入札価格を意図的

に開示してはならない。

(4) 入札の取りやめ等

入札参加者が連合し，又は不穏の行動をなす等の場合において，入札を公正に執行

することができないと認められるときは，当該入札参加者を入札に参加させず，又は

入札の執行を延期し，若しくは取り止めることがある。

(5) 入札価格の記載

入札価格の算定方法については，「ＰＦＩ事業費の支払方法及びＰＦＩ事業費の支

払額の改定（案）」（資料２ 別紙４）を参照すること。

なお，契約金額は，入札価格に消費税相当額を加えた金額とする。

12 第２次審査資料等

(1) 第２次審査資料は，様式集に従い作成すること。

(2) 第２次審査資料の作成及び提出に係る費用は，入札参加者の負担とする。

(3) 第２次審査資料の取扱い・著作権

ア 著作権

第２次審査資料の著作権は，入札参加者に帰属する。

なお，本事業の公表その他国が必要と認めるときは，国は，第２次審査資料の全

部又は一部を使用することができるものとする。

また，契約に至らなかった入札参加者の第２次審査資料は，本事業の公表以外に

は使用しない。

イ 特許権等

提案内容に含まれる特許権，実用新案権，意匠権，商標権等の日本国の法令に基
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づいて保護される第三者の権利の対象となっている工事材料，施工方法，維持管理

方法等を使用した結果生じた責任は，入札参加者が負う。

(4) 国が提供する資料は，入札に係る検討以外の目的で使用することはできない。

(5) 複数の提案を行うことはできない。

(6) 第２次審査資料提出後は，第２次審査資料の変更はできない。

(7) 第２次審査資料に関する問い合わせ先は５に同じ。

(8) 第２次審査資料を提出する際は，別途「定価ベースの価格証明書」（定価ベースに

よる積算内訳（人件費，物件費，諸経費等の内訳をそれぞれ積算し，合計額を記載す

ること。一式計上しないこと。）を記載し，入札参加者の署名又は記名・捺印を行っ

た書面）１部を提出しなければならない。

13 入札保証金及び契約保証金

(1) 入札保証金 免除する。

(2) 契約保証金 免除する。

14 開札

(1) 日 時： 平成28年10月24日（月)14時00分

(2) 場 所： 法務省大臣官房会計課入札室又は電子調達システム

(3) その他： 開札は，電子調達システムを使用して行うので，入札者又はその代理人

は，開札時刻には端末の前で待機すること。

また，紙入札方式で入札に参加する場合の開札については，電子調達シ

ステムによる開札と合わせて入札者の面前で行うので，紙入札方式での入

札参加者が開札に参加する際は，代表者又は代表者から本件入札に関する

委任を受けた者が出席すること。

なお，「電子調達システム」に停電，システム障害等やむを得ない事情

によるトラブルが発生した場合は，入開札を延期することがある。

15 入札の無効

次のいずれかに該当する入札は，無効とする。無効の入札を行った者を落札者として

いた場合には，落札決定を取り消す。

(1) 入札公告に示した競争参加資格のない者がした入札

なお，支出負担行為担当官から競争参加資格があることを確認された者であっても，

入札書及び第２次審査資料の提出期限の日までに４に掲げる資格を失ったものは，競

争参加資格のない者に該当する。

(2) 委任状を持参しない代理人がした入札

(3) 「入札参加表明書」に記載された代表企業以外の者がした入札

(4) 参加表明書等その他の一切の提出書類に虚偽の記載をした者がした入札

(5) 記名押印を欠く入札

(6) 金額を訂正した入札

(7) 誤字，脱字等により意思表示が不明確である入札
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(8) 明らかに連合によると認められる入札

(9) 同一事項の入札について他の代理人を兼ね，又は２人以上の代理をした者がした入

札

(10)その他本説明書において示した条件等入札に関する条件に違反した入札

16 落札者の選定方法等

(1) 落札者の選定方式

国は，価格及びその他の条件が国にとって最も有利な事業計画を提案した者を選定

する総合評価落札方式（会計法（昭和22年法律第35号）第29条の６，予決令第91条第

２項）により落札者を選定する。また，本事業は，政府調達に関する協定（平成７年

条約第23号）の対象であり，本事業の落札者の選定手続については，国の物品等又は

特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和55年政令第300号）が適用される。

(2) 落札者の選定体制

国は，落札者の選定に当たり，ＰＦＩ法第８条に定める客観的な評価を行うため，

平成27年７月31日付けで法務省内に設置した「国際法務総合センター維持管理・運営

事業 事業者選定委員会」（以下「事業者選定委員会」という。）に対し，入札参加者

の事業提案に対する評価についての調査審議をゆだね，事業者選定委員会による調査

審議の結果を受けて，総合評価落札方式により落札者を選定する。

事業者選定委員会の委員構成は，以下のとおり。

日本大学名誉教授 大道 久

女子栄養大学名誉教授 殿塚 婦美子

八王子医療刑務所医療部長 菅原 稔

中央大学名誉教授 藤本 哲也

元喜連川社会復帰促進センター長 室井 誠一

一橋大学大学院教授 山内 弘隆

(3) 落札者の選定方法

国は，次の手順により本事業の落札者を選定する。

ア 第１次審査

第１次審査は，入札参加希望者が本事業の実施に携わる者として適正な資格と必

要な能力を備えていることを確認するものであり，本説明書に定める資格及び実績

の有無について確認する。

国は，入札参加希望者が提出した第１次審査資料について，資料作成の不備の有

無，本説明書に示す競争参加資格要件の有無を確認し，資料作成の不備がある者及

び競争参加資格がないと認められる者を欠格とする。

なお，第１次審査は，第２次審査資料を提出することができる有資格者を選定す

るものであり，その結果は，第２次審査に影響を与えるものではない。

イ 第２次審査

(ｱ) 第２次審査は，総合評価落札方式により本事業の落札者を選定するため，入札

参加者が策定した事業の提案内容を評価するものであり，「国際法務総合センタ

ー維持管理・運営事業 事業者選定基準」（以下「選定基準」という。）（資料３）
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に定める評価項目及び得点配分により評価する。

(ｲ) 国は，入札参加者が提出した第２次審査資料について，資料作成の不備の有無

を確認し，入札参加者が策定した事業の提案内容の評価についての調査審議を事

業者選定委員会に委ねる。

(ｳ) 事業の提案内容の評価は，要求水準を満たしているものには基礎点を得点とし

て与え，さらに，選定基準に定める各評価項目について，要求水準を超える部分

について評価に応じた得点を付与する。

(ｴ) 国は，事業の提案内容の評価に関する事業者選定委員会の調査審議結果の報告

に基づき，資料作成の不備がある提案及び基礎点を得られない評価項目がある提

案を不採用とする。

(ｵ) 必要に応じ，審査過程において第２次審査資料を提出した入札参加者にヒアリ

ングを実施する。ヒアリングの日時は，追って通知する。

ウ 開札

国は，採用となった事業を提案した入札参加者による入札価格と予定価格を比較

し，入札価格が予定価格の制限の範囲内にある提案について総合評価を行う。

なお，予決令第85条の規定に基づく基準に該当する場合には，予決令第86条の規

定に基づく調査を行う場合がある。

エ 総合評価

(ｱ) 入札参加者は，入札書及び第２次審査資料（以下「事業提案」という。）をもっ

て入札し，入札価格が予定価格の制限の範囲内である者のうち，イによって得ら

れる基礎点と加点の合計を入札価格で除した数値（以下「評価値」という。）の最

も高い者を落札者とする。

(ｲ) 入札参加者からの事業提案を選定基準に基づき審査する。

ａ 事業提案が要求水準のすべてを満たしているか否かについて審査を行い，審

査結果において事業提案がすべての要求水準を満たしている場合には適格と

し，一項目でも満たしていない場合（記載がない場合も含む。）には不合格と

する。

なお，適格者については，基礎点を付与する。

ｂ 事業提案のうち国が特に重視する項目（加点項目）について，その提案が優

れていると認められるものについては，その程度に応じて加点を付与する。

評価分類は，事業計画及び維持管理・運営計画の２分類とする。

(ｳ) (ｱ)において，評価値の最も高い者が二者以上あるときは，電子くじにより落札

者を決定するので，入札書の電子くじ番号欄に任意の正数３桁を必ず入力（記入）

すること。

なお，入札者（代理人を含む。）が，電子くじ番号を記入できないときは，入札

執行事務に関係ない当省職員が電子くじ番号を記入の上，電子くじにより落札者

を決定するものとする（紙による入札者が直接くじを引くことができないときも

同様に取り扱う。）。

(ｴ) 開札の結果，予定価格の制限の範囲内に達する者がいないときは，引き続き再

度の入札を行うことがあるので，紙入札方式で入札に参加する場合，開札に出席
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の際には，あらかじめ複数枚の入札書用紙を持参すること。

なお，開札時刻に遅れた者は，再度入札参加資格を失うものとする。

おって，電子調達システムによる入札の場合においても，再度の入札を考慮し，

開札時間には必ず対応できる体制を整えておくこと。

再度入札になった場合，提出時刻までに「電子調達システム」での入札書の提

出がないときは,入札を辞退したものとみなす。

オ 入札結果の公表

入札結果は，落札者の決定後速やかに入札参加者に対して通知するとともに，掲

示及び法務省ホームページへの掲載その他適宜の方法により公表する。

なお，ＰＦＩ法第８条に規定する客観的評価については，国が選定された落札者

と基本協定を締結した後に公表する。

17 基本協定の締結

落札者は，落札決定後概ね７日以内に，「国際法務総合センター維持管理・運営事業

基本協定書（案）」（以下「基本協定書」という。）（資料４）により，国（支出負担行為

担当官 法務省大臣官房会計課長）と基本協定を締結しなければならない。ただし，支

出負担行為担当官の書面による承諾を得た場合は，この期間を延長することができる。

18 特別目的会社の設立等

(1) ＳＰＣの設立

落札者は，本事業を実施するため，会社法に定める株式会社としてＳＰＣを事業契

約締結時までに設立するものとする。ただし，次の要件に該当する役員がないことを

要する。

ア 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

イ 禁錮以上の刑に処せられ，又は罰金の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執

行を受けることがなくなった日から起算して5年を経過しない者

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

(2) ＳＰＣへの出資

ア 構成企業は，必ず出資することとし，代表企業の出資比率は，出資者中最大であ

ること。また，構成企業は，事業期間全体にわたって，ＳＰＣの株主総会における

全議決権の２分の１を超える議決権を保有すること。

なお，構成企業以外の者がＳＰＣの出資者となることは可能であるが，当該出資

者のＳＰＣの株主総会における全議決権は，事業期間全体にわたって，２分の１未

満であること。

イ 構成企業である株主は，原則として本事業の事業契約が終了するまでＳＰＣの株

式を保有することとし，国の事前の書面による承諾がある場合を除き，譲渡，担保

権等の設定その他一切の処分を行ってはならないこと。

19 事業契約の締結
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(1) 契約書作成の要否等

事業契約書により作成するものとする。

(2) 事業契約の締結

ＳＰＣは，落札決定後45日以内に，事業契約書により，国（支出負担行為担当官

法務省大臣官房会計課長）と事業契約を締結しなければならない。ただし，支出負担

行為担当官の書面による承諾を得た場合は，この期間を延長することができる。

(3) 契約金額

契約金額は，落札者が入札書に記載した金額に消費税相当額を加えた金額とする。

20 手続における交渉の有無

無

21 支払条件

「ＰＦＩ事業費の支払方法及びＰＦＩ事業費の支払額の改定（案）」（資料２ 別紙４）

を参照のこと。

22 保険等付保の要否

事業契約書別紙１を参照のこと。

23 苦情申立て

本手続における競争参加資格の確認その他の手続に関しては，「政府調達に関する苦

情の処理手続」（平成７年12月14日付け政府調達苦情処理推進本部決定）により，政府

調達苦情検討委員会（連絡先：内閣府政府調達苦情処理対策室（政府調達苦情検討委員

会事務局），電話03－3581－0262(直通))に対して苦情を申し立てることができる。

24 関連情報を入手するための照会窓口

〒100-8977 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

法務省矯正局成人矯正課官民協働企画係

電話：03－3580－4111（内線5843）

電子メールアドレス：prison-pfi@moj.go.jp

25 その他

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。

(2) 入札参加希望者は，本件説明書を熟読し，かつ，遵守すること。

(3) 入札をした者は，入札後，本件説明書についての不明を理由に異議を申し立てるこ

とはできない。

(4) 本件調達では，電子調達システムで応札及び入開札までの手続を行うこととし，落

札後の契約事務等（契約書の締結，請求等）については電子調達システムを使用しな

いものとする。

なお，電子調達システムに関する問い合わせ先は以下のとおり。
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電子調達システムヘルプデスク

電 話：0570-014-889（8:30～18:30。ただし，国民の祝日・休日，１２月２９

日から１月３日までの年末年始を除く。）

ＦＡＸ：017-731-3178

電子調達システム https://www.geps.go.jp/

(5) 事業提案については，その後の他の事業において，その内容が一般的に適用される

状態になった場合には，無償で使用することができるものとする。ただし，入札参加

者の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのある提案は，この限りで

ない。

(6) 国が落札者を決定することにより，落札者の事業提案に係る責任が軽減されるもの

ではない。

(7) 株式会社民間資金等活用事業推進機構の出融資等の取扱いについて

本事業は，株式会社民間資金等活用事業推進機構の出融資の対象事業であり，入札

参加者は自らの責任において当該出融資を利用することを前提として提案することが

できる。ただし，当該融資を基に提案する場合には，民間金融機関と同様の条件を前

提とすることとし，国は，同社からの調達の可否による条件変更は行わない。

なお，当該出融資の詳細，条件等については，入札参加者が直接同社に問い合わせ

ること。

【電子調達システムの利用について】

法務省本省では，平成２６年８月から，電子調達システムを利用した調達手続を実

施しており，その結果を検証の上，利用する機能を順次拡大していく予定ですが，運

用の状況によっては，入札書等を紙により提出することをお願いする場合があります

ので，あらかじめ御了承願います。

なお，電子調達システムによる調達案件に参加するためには，事前に利用者情報登

録を行う必要がありますので，電子調達システムにアクセスの上，利用者申請メニュ

ーから利用者情報登録を行ってください。


